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毎月の給与と同様、賞与についても健康保険、厚生年金保険の届出をします。
　対象となる賞与とは、賞与という名前ででるものだけではなく、○○手当、××代、○×一時金、などの名称を問わず、労働者が労働の対償として受けるもののうち、年３回以下支給のものです。

　年４回以上支給されるものは、毎月の給与とみなされます。
　また、結婚祝金などは、労働の対償としてみなされないため、賞与として届け出る必要はありません。

　賞与の保険料は、健康保険は、一般的な財源とされますが、厚生年金保険は、以下の式のように、年金の報酬比例部分に反映されます。
～年金の計算方法（一部を抜粋）～



この部分に賞与額が反映されます
※式は、年金額全体を表すものではありません。
原則として会社の役員は、雇用保険の被保険者となりません。

　しかし、取締役でありながら、同時に会社の部長であるような人は、報酬支払いの面からみて労働者性が強い者であって、雇用関係があると認められるものに限り、雇用保険の被保険者になることができます。※手続きが必要（賃金台帳、出勤簿、人事組織図、決算報告書内訳書等を提出します）
　月々の報酬の支払いは、役員報酬ではなく、賃金として支払われている部分があることが必要です。賃金として支払われている部分のみが、雇用保険の給付（失業保険や育児休業給付等）の計算の基となります。
従業員が、仕事中や通勤中に自動車事故を起こしたとき、場合によっては、会社が連帯して責任を負わされることがあります。これらを可能な限り回避するためには、実態を確認し、十分な管理を行なう必要があります。
１．会社で、次のようなことはありませんか？

　　□社有車を通勤や私用に使用させている、又はマイカーを業務に使用させている。

　　□社有車の鍵の管理が不完全で、休日に勝手に使用されてしまった。

　　□当該社員の判断で、業務にマイカーを使用し、事故を起こした。

　　□社有車で業務中に事故があり、当該社員の判断により、現場で示談してしまった。

　　□社員が無免許になっているのに、報告がなかった。

　　□社有車を通勤に使用させていたが、休日にプライベートで使用して、事故が起きた。
　　□会社借り上げの駐車場にマイカーの駐車を認めていたところ、車上あらしにあった。
２．車両の管理について、会社として次のようなルールを考えておくことが必要です。
　　○社有車の管理・運用のルール

　　○マイカーを通勤に使用する時のルール（禁止も含む）
　　○マイカーを業務に使用する時のルール（禁止も含む）

　　○社有車を通勤に使わせるルール
３．社有車、マイカー問わず、車両管理の一端を示すと以下の通りです。
　　◆運転免許証の確認
　　　　一定日を決めて、少なくとも毎年１回以上は、社有車を運転する従業員全員（パートタイマーも含む）から運転免許証の写しを提出してもらう。

　　◆法令遵守と違反事項の報告の徹底
　　　　運転にあたり、行政罰を受けるような運転（駐車違反やスピード違反等）をしないこと、もし行政罰を受けた際には、速やかに報告することを徹底する。

　　　　※上記事項の誓約書を提出させる
　　◆鍵の管理の徹底
　　　　社有車を従業員が勝手に使用することがないよう、鍵の管理を行なう。（業務終了後は鍵を保管場所にしまう、等）
　　◆自動車保険(任意保険)加入状況の確認
　　◆事故対応その他の事項を網羅した誓約書の提出
Ｑ＆Ａなぜなにどうして？
Ｑ；当社は、業務を行う上でフォークリフトを使用します。来月フォークリフトの有資格者が辞めてしまうため、別の者に技能講習を受けさせるつもりです。
　技能講習は、土日の二日間で行われます。この講習時間は労働時間と考えなければいけませんか？割増賃金も支払う義務はありますか？
Ａ；会社が労働者に対して行う研修や、教育に要する時間については、参加・不参加で就業規則上の制裁がある、などといった不利益取扱い等がなく、自由参加のものであれば、労働時間ではありません。
　これに対して、業務上の必要に基づく業務命令などで、参加が義務付けられているものであれば、労働時間であるとされています。
　今回の場合、業務で使用するフォークリフトの講習、とのことですが、フォークリフトは労働安全衛生法上、講習修了者以外は運転ができません。運転技能講習を受講させなければ、業務においてフォークリフトが使用できなくなります。

　従ってこの講習は、業務の必要に基づいてのものと考えられます。講習に要する時間は労働時間といえ、技能講習が時間外や休日に行われる場合は、当該講習の受講は時間外労働、休日労働となり、時間外労働あるいは休日労働の割増賃金の支払が必要です。

　また、法律に基づいて行う講習については、講習会費、講習旅費などについても事業者が負担すべき、となっています。

　今回のフォークリフト講習の受講料・講習会場への旅費などについても、会社が負担すべきでしょう。
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